
1 はじめに 
世界ではIT産業が注目されており，様々なイノベー
ションが起こっている．しかし，日本はイノベーショ
ンが起きにくいとされている1)．また，この問題の要因
の一つとして，日本の組織構造と日本人の特性が合致
しておらず，IT産業においてのイノベーションに関す
る意思決定を行うことが難しいとの指摘がされている． 
本稿では，この仮説に対して仮説，検証，実証を行
うための研究構想を説明する．本研究では，ビジネス
ケースから企業活動における構造を取り出し，エージ
ェントベースモデルにより日本IT企業の組織構造とイ
ノベーションの関連性をファイナンス指標2)3)4)を用い
て明らかにすることを試みる． 

2 分析方法および結果・考察 
先述した通りの仮説を検証，実証するための手法を
以下に提案する．ケースから構造を取り出す手法とし
てはいくつかのモデルが提唱されている5)6). 本研究で
はMDDM7)の採用を予定している．このモデルを使用
しIT企業のケース教材をMDDMモデルにて形式的に
記述することにより，どのような意思決定がIT企業の
イノベーションの場面にて行われているかを検証する．
その後，エージェントベースモデルに必要な情報を抽
出し，分析を行う．このような手法を用いることによ
り，日本のIT企業におけるイノベーションの意思決定
がどのように行われているかを明らかにし，その上で
ピラミッド型組織とフラット型組織のエージェントベ
ースモデルにてシミュレーションを行うことにより，
上記の仮説を検証し分析を行う8)9)．この一連の流れを
Fig.1に示す．  

3 まとめ 
本研究では，現実のビジネスを題材としたケースと
エージェントベースモデルを用いた日本 IT 企業の組
織構造とイノベーションの関連性分析をファイナンス
指標を用いて行う構想発表を示した．本研究により，
日本の IT 企業のイノベーションに組織構造の関連性
に理解を深められることが期待される．そして，実際

に現在までに起こった企業でのイノベーションを記述
したビジネスケースを用いることにより，このモデル
の精度を強化することができると考えられる．  
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概要－   日本企業におけるIT企業の組織構造は大きく分けてピラミッド型組織とフラット型組織に分けられる．昨今IT 

企業はフラット化が叫ばれており，フラット型の組織に移行しようとしている企業も少なくない．しかし，日本は元来ピラ

ミッド型組織であり，フラット型組織で台頭している企業はあまり存在しないと考えられる．その要因を探索するために，

本研究では現実のビジネスを題材としたケースとエージェントベースモデルを用いた日本IT企業の組織構造とイノベーシ

ョンの関連性分析をファイナンス指標を用いて行う．本稿では構想発表を示す． 
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Fig. 1: 手法の一連の流れ.  
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